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研究成果の概要（和文）：戦後教育改革期の女性の大学教育の制度的確確立について、①政策立案過程、制度確
立、②女子大学の設立過程、③大学の共学化について、実証的に個別的な考察を重ね、ほぼその全体的研究を達
成することができた。
　成果の一端を示すと、①については、日本側の政策だけでなく、CIEの指導に内容ついても資料的に明確にで
きた。②については、戦後の新しい女性像を基盤にしながらも、戦前の特性教育的要素を教育目的や学部組織な
どを残し、戦前の女子高等教育機関を基盤にして成立したことが実証できた。③については、日本国憲法の男女
平等の理念を基盤にしつつ、共学化政策を受け、ほとんどの大学が共学科したことを数量的にも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Regarding the post-war educational reform of the establishment of women’s 
higher educational system, 1) Policy making process, institution establishment, 2) Establishment 
process of women’s higher education, 3) the adoption of co-education in universities. The overall 
research was accomplished in this presented study through an empirical and individual approach. 
The following statements can be shown as the indication of success:  regarding part 1), in addition 
to Japanese policy, the CIE guidelines were also supported through documents. Regarding part 2), the
 female post-war persona was based on the pre-war components of characteristic education and female 
higher educational institutions. Regarding 3), with the recognition and protection of gender 
equality in the Japanese Constitution as basis, and the adoption of co-educational policies, most of
 the schools have become co-educational universities.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、戦後の女性の大学教育の確立について①政策立案過程および制度、②女子大学の設立、③大学の門戸
開放、共学化について、学校教育法成立以前と以後に分け、総合的に究明するものであり、これまでこのような
研究は見られなかった。①については、CIEの文書をほぼ悉皆的に調査し、②については個別の女子大学設立認
可申請書を分析し、戦後の新しい女性像を基盤としつつも、特性教育的理念や学部・学科組織の上に女子大学が
成立したことを明らかにした。③についても個別大学の共学化を、国公私立大学に類型化して実証的に明らかに
した。
　本研究は、男女の社会的格の大きい日本社会の女性あり方を考える際の基盤として役立つと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
これまで、戦後の学制改革期に確立した女性の大学教育について、共学大学と女子大学の 2

系統で成立した点が日本の女性の大学教育の歴史的特性であったとの仮説を設定し、①CIE や
文部省の政策、②既設大学の男女共学化過程、③女子大学の設立過程及び理念・学部構成に見
られる特徴、の 3 側面から研究を進めてきた。本研究では、上記①～③の研究成果を統合させ
ることにある。 

 
２．研究の目的 
女性の大学教育確立の歴史的意義と特徴を総合的に究明することを目的とする。以下の研究

課題を設定して研究を進めた。 
第一には、時期として、1947 年までの旧学制下の動向と 
女性の大学制度確立についての政策を明らかにする。その際、日本の文部省の政策だけでな

く、CIE（民間教育情報局）の動向にも着目する。さらには、女子大学の設置について、大学基
準の設定過程で女子大学基準や家政学教育基準が策定されたことに関して、その論議や基準の
内容を検討する。ことに、これらの基準の作成に津田塾専門学校や東京女子高等師範学校など
の女子高等教育機関が深く関わった点にも着目する。 
第二として、戦前の別学政策が撤廃され、共学が教育基本法に規定された中で、戦前の女子

高等教育機関が新制大学に転換する際、共学か別学を選択することになるが、その際の選択の
論理はどのようなものであったのかも検討する。 
また実施設立された女子大学については、その教育理念、学部。学科組織にどのような特徴

があったかを、戦前の対比を含めて検討する。さらに、共学大学については、共学化の論理や
共学化した大学の論理・背景を国公私立別に検討する。 
また、1950 年前後の社会状況の中での共学大学・女子大学の位置を明確化する。 
以上のように、本研究は、大学や社会における男女共同参画社会の実現が目指される今日、

その課題解決のための歴史的素材を提供することになる。 
 
３．研究の方法 
 研究方法としては、関連資料の収集と分析が中心となる。主な資料としては、①個別大学所
蔵文書（教員会議記録、大学設立認可申請書、同窓会誌等）、②国立公文書館所蔵の行政文書（設
立認可申請書）、③CIE 文書、④国会及び府県議会議事録、⑤新聞・雑誌記事、⑥大学関係統計
書などであった。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、主に早稲田大学内の学術雑誌に掲載した。その論文は、下にリスト化したが、
①新制女子大学の設立過程・教育理念・学部学科組織などを分析し、その特徴を明らかにした
論文＝5点、②女子専門学校などの共学・別学大学の選択に関わる論理などを考察した論文＝3
点、③男子系大学の共学化の論理や実態を考察した論文＝1点、④その他＝1点、に分けること
ができる。 
これらの研究により、研究課題設定時の予測よりもかなり大きな成果をあげることができた

と考える。今後、さらに本テーマの研究を進め、2年程度を目標として著書としてまとめたい。 
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